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要    旨 

日本の代表的な自動車生産方式であるトヨタ生産方式：Toyota Production 

System（以下「ＴＰＳ」という。）を源流にもつ「リーン生産方式（以下「リーン」

という。）」は、生産のみならず開発や流通、医療などあらゆる業界のマネジメント

に適用可能だと言われている。 

教育にリーンを導入することによる評価や効果の検証等の先行研究や実践などは、

主に海外で行われている。本研究では、初等中等教育におけるリーンの先行研究に

焦点を当てて調査研究を行うとともに、本県の工業科を設置する高等学校の教員を

対象に、リーンを基本に開発された研修プログラム「Woven Work Design（以下「Woven」

という。）」の一部を用いて組織マネジメントの研修を行った。 

先行研究の調査から、リーンを初等中等教育に展開するに当たっては、七つの構

成要素と有意に関連するということが分かった。また、本県教員を対象に行った研

修を通じて、生徒の視点から価値を定義し、価値の流れを阻害するムダを可視化し、

業務の見える化、業務改善に Wovenが寄与することが明らかとなった。 

 

キーワード： ＴＰＳ、リーン生産方式（リーン）、リーンの五つの原則、Woven 

 

 

１ はじめに 

John F. Krafcikは、マサチューセッツ工科大学（ＭＩＴ）に本部をおく国際自動車研究プログ

ラム（ＩＭＶＰ：International Motor Vehicle Program）に参加し、日本の自動車産業の高い生

産性の要因に関する研究の中で、フォードシステムに代表される少品種大量生産とは異なるトヨ

タ独自の生産システムを見いだした。そして、1988年に専門誌「Sloan Management Review」で発

表した「Triumph of the Lean Production System」で、初めてリーンという言葉を用いた。 

Womack and Jones（1996）は、ＴＰＳを検証した上で、顧客の視点から価値を定義し、顧客に

至る価値の流れを阻害するムダを徹底的に取り除いていくことにリーンの本質があることを

「Lean Thinking：Banish Waste and Create Wealth in Your Corporation」の中で示した。ま

た、リーンには普遍的な五つの原則があることを提示し、生産のみならず開発や流通、医療、教

育などあらゆる業界のマネジメントに適用可能だということを述べた。 

藤本（2013）は、リーンが業種のいかんに関わらず応用可能な普遍的なコンセプトと位置付け

られるようになり、現在ではサービス業でもリーンの展開が図られていると述べた。また、欧州

の一部の国では、いわゆるニュー・パブリック・マネジメントの潮流の中で、教育分野などの公
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共部門にも、生産性向上を目指した市場原理の導入がなされており、「ビジョン、価値、原則を徹

底的に共有した上で、水平的情報共有に基づく流れづくりを整備し、実践する教育」（以下「リー

ン教育」という。）が注目されていると述べている。

２ 研究目的 

本研究では、リーン教育を推進するため、すでに生産・品質管理等の知識があり、導入へのハ

ードルが比較的少ないと考えられる工業科を設置する高等学校の教員を対象にリーンを基に編み

出された組織マネジメントの一つである Woven の研修を行う。また、リーンの原則を理解し、学

校における生徒の視点からの価値を定義するとともに、その価値を生徒に提供するまでの「価値

の流れ」にあるムダを排除した業務改善につながるか検証する。本研究における最終的な目的は、

リーン教育の実践により、職場の活性化や学校が自律的な組織へ変化することで、生徒、教員等

にとって魅力的な特色ある学校づくりができる人材の育成に寄与することである。 

３ 研究方法 

(1) 研究期間

令和４年５月から令和５年３月末日まで 

(2) 研究対象

本県の工業科を設置する高等学校の教員（希望者） 

(3) 研究計画

研究の計画は下表に示す（表１）。 

表１ 研究計画 

５月 令和４年度県内工業高等学校入学生へのアンケート調査の実施 
６月 Woven研修プログラム開始 企業人による講演「企業における経営改革とは」の実施 
７月 アンケート調査の集計・分析

８月 アンケート調査の分析を基に研修

10月 Woven研修 前期実践発表会 
12月 Woven研修における自校での活動開始 
１月 県立工業高等学校の現状と課題についての検討 
２月 生徒の視点からの価値の定義の検討 
３月 Woven研修 後期実践発表会 

４ 研究内容 

(1) リーンについて

Krafcikが発見したリーンには、前述したとおり次表の五つの原則がある（Womack and Jones、

1996）（表２）。 

表２ リーンの五つの原則 

１ Specify Value：最終顧客の視点から価値を定義する 

２ Identify the Value Stream：価値の流れを定義する（価値をもたらさないステップ（ム

ダ）の全てをなくす） 

３ Flow：流れ（フロー）を作り出す 

４ Pull：顧客から上流工程へと価値の流れを動かす（プル方式） 

５ Pursue Perfection：ムダのない完全な価値を作り出す完璧な状態になるまで続ける 
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リーンを実装するためには、ものに価値を付加する工程において、ものが止まることなく、上

流工程へと遡っていくシステムを作り、いつも改善する姿勢を組織として追求していく必要があ

る。そのためには、チームワークやコミュニケーション、リソースの有効利用とムダの排除、継

続的な改善など、深く組織全体に浸透する組織文化の変革が求められる。 

(2) 学校教育におけるリーンについて

リーン教育に関する先行研究の調査は、Google Scholarを用いて行った。検索結果から参考と

した論文を下表に示す（表３）。論文を調査する中で、リーン教育に関する研究は製造業等のリー

ン研究と比べて多くないことが分かった。さらに、表３の４は、初等中等教育におけるリーンの

効果について初めて調査、研究されたものであると述べられている。 

表３ 参考とした論文 

表４ 初等中等教育におけるリーン導入のための七つの構成要素 

一方で、リーンと学校教育には七つの構成要素（表４）について、有意に関連があることが実

証されている（Eleni Sfakianaki他、2019）。また、全体的な観点から、Eleni Sfakianakiらは、

リーンの実践を効果的に行うには、ＥＥＣ①（従業員のエンパワーメント（権限委譲による育成）

と協力）及びＥＴＬ②（教育、訓練、学習）が変化を促進し、リーンを実現できるような組織環境

が必要であると結論付けている(3)。このことから、学校教育の分野におけるリーンの導入には、
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教員一人一人のエンパワーメントを高めることや互いに協力すること、さらに、教員に対する教

育やトレーニングなどの機会が重要であることが明らかである。 

(3) Woven Work Designについて 

ＴＰＳは、トヨタ自動車株式会社の自動車を造る生産方式のことであり、「リーン」「ジャスト・

イン・タイム方式」ともいわれ、世界中で知られ、研究されている生産方式である。ＴＰＳの目

的は、顧客が注文した自動車を、より速く届けるために、最も短い時間で効率的に造ることであ

り、長い年月の改善を積み重ねて確立されたシステムとなっている。ＴＰＳの成功の秘訣は、企

業等のトップが絶え間ない改善のカルチャーを定着させるために人への投資を惜しみなく続ける

ことであると言われている(4)。Wovenの研修は、このＴＰＳを源流とし、組織文化を変える上で必

要となる原理原則やマネジメント変革手法など、これまでの実践を踏まえて体系化し、科学的に

も実証された新たなマネジメント手法に基づき、合同会社アイティ・マネジメント研究所代表の

高木徹氏が開発した人材開発・組織開発研修プログラムである。 

Wovenの目的の一つは、労働生産性向上にある。労働生産性とは、労働投入量１単位当たりの産

出量を示す指標である(5)。持続的な経済成長や経済的豊かさの実現には、労働生産性の上昇が重

要であるとされている(6)。労働生産性の国際比較では、一般的に成果を付加価値（国レベルでは

ＧＤＰに相当。）とする方式が多く、下式で計算される。2021年の日本の就業者 1人当たり労働生

産性は、81、510 ドル(818 万円)である（図１）。これは、ＯＥＣＤ加盟 38 か国の中で 29 位にあ

たり、米国(152、805ドル/1、534万円)の半分程度（約 53％）でしかなく、日本の順位は 1970年

以降最も低くなっている。 

 
図１ ＯＥＣＤ加盟諸国の労働生産性（2021年・就業者 1人当たり／38カ国比較） 

公益財団法人日本生産性本部 労働生産性の国際比較 2022より作成 

労働生産性＝
𝐺𝐷𝑃（付加価値）

就業者数（または就業者数×労働時間）
 

※ＧＤＰ：購買力平価(ＰＰＰ)(※１)によりドル換算 

（※１）購買力平価（ＰＰＰ：Purchasing Power Parity）：理論的に全く貿易障壁のない世界を

想定すると、そこでは国が異なっても、同じ製品の価格は一つであるという「一物一価の法則」

が成り立つ。この法則が成り立つ時の二国間の為替相場を購買力平価という。 
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現在の日本にとって、少子高齢化による供給制約を克服していくことが大きな課題であり、そ

のためには資本投入増加に加え、一人一人が生み出す付加価値を向上させること、すなわち労働

生産性の向上が必要不可欠であると言われている(7)。労働生産性向上のためには、ＴＰＳに代表

される経営管理技術等のソフトテクノロジーも重要な役割を果たすが、人的資本について、より

価値のあるスキルを提供できるよう大学・大学院教育システムを整備し、スキルを生かしたより

高度な仕事に就くことで、労働力を有効に活用していくことが重要と指摘されている(8)。ＯＥＣ

Ｄ加盟国の労働生産性とＰＩＳＡ2018科学的リテラシーの平均得点との関係を下図に示す（図２）。

図２から、全体的に弱い負の相関関係が見られた。日本は、これまでも科学的リテラシーにおい

て世界トップレベルではあるものの、学校教育から社会へ活躍の場が変わった際に、リテラシー

を発揮し、付加価値を向上させているとは言い難い。 

Wovenでは、労働生産性向上のため、その基盤となるマネジメントスタイルを標準化することに

重点が置かれている。下図は Wovenのアーキテクチャを示したものである（図３）。労働生産性を

高めるためには、単に知識や技術に頼るのではなく、共通の価値観や原理原則、習慣といった人

間力の成長と仕事の仕方や経験が大切であると考えられている。 

 
図２ ＯＥＣＤ加盟国の労働生産性とＰＩＳＡ2018科学的リテラシーの平均得点との関係 

公益財団法人日本生産性本部 労働生産性の国際比較 2022及び 

国立教育政策研究所ＯＥＣＤ生徒の学習到達度調査（ＰＩＳＡ2018）より作成 

 

図３ Woven Work Designの家（アーキテクチャ） 

高木徹、他２名著「Woven Practice for Leader」 

(4) 生徒の視点からの価値の定義 

リーン教育を目指すに当たり、４(1)で述べたように、最終顧客の視点からの価値を定義するこ
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とが原則となる。P.F.ドラッカー（2007）は、「非営利組織は顧客のニーズに応えるだけでは不十

分であり、顧客の欲求を生み出さなければならず、ミッションからスタートしなければいかなる

成果も上げられない。さらに、非営利組織には、多様な関係者がおり、顧客は誰かを考え、その

それぞれにとって成果は何であるかを考えなければならない」と述べている(9)。そこで、今回は、

顧客に当たる本県の工業科を設置する高等学校に令和４年度入学した生徒 309 名に対して、入学

の理由に関するアンケートによりニーズの調査を行った（表５）。今回は、13項目（資料参照）か

らなるアンケートの中から、特に生徒のニーズであると考えられる質問２の項目について分析を

進めていく。アンケートの結果から、生徒は就職率や就職実績のよさ、学びたい授業・カリキュ

ラム及び実習施設などの充実度を選択していることが分かった（図４）。加えて、本県の工業科を

設置する高等学校は３校しかないことから、立地も大きな要因となっていることが見てとれた。 

 

 
図４ 質問２のアンケート結果 

「組織がその使命を果たし、競争有意を維持して持続可能な成長を実現するためには、組織の

提供する製品の価値に対して顧客及びその他の利害関係者の満足を得ることによって、存在意義

を高めることが不可欠である。そのために、組織は、環境の変化に俊敏に適応し、効果的かつ効

率的に組織の総合的なパフォーマンスを改善し、顧客及びその他の利害関係者のニーズ及び期待

に応えて、高い顧客価値を創造していくことが必要である」と日本産業規格：Japanese Industrial 

Standards（以下「ＪＩＳ」という。）に示されている。学校教育を考えると、高等学校において

は、各生徒がもつ能力を伸ばしつつ社会において自立的に生きる基礎を培うとともに、生徒の心
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表５ 「企業マネジメント術を生かした職場活性化研修」調査アンケート 

質問１ 志望校を決める際に、どのようにして決めましたか 

質問２ 現在通っている工業科を設置する高等学校に入学しようと決めた理由は何ですか 

質問３ 志望校を考えるとき、入学した学科の教育内容についてよく知っていましたか 

質問４ あなたが入学した学科について、選んだ理由は何ですか 

質問５ あなたが入学した工業高校に対して、保護者はどのように思っていますか 

質問６ 工業高校では、どんな勉強を頑張りたいですか 

質問７ 工業高校では、どのような力を高めたいと思いますか 

質問８ あなたが学校生活で一番頑張りたいと思っていることは何ですか 

質問９ あなたは工業高校について、どんなイメージをもっていますか 

質問 10 入学した工業高校で勉強することについて、どう考えていますか 

質問 11 企業見学や企業での実習などはしてみたいですか 

質問 12 実際に工業高校で実施している取組について、参加したいものを選んでください 

質問 13 卒業後の進路を決めていますか 
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身の発達及び進路に応じて、高度な普通教育や専門教育を行うことを目的とする教育の充実、発

展が必要不可欠である。さらに、予測困難な時代と言われる現代社会において、全ての生徒が社

会・職業への円滑な移行に必要な力、市民性等を共通して身に付けられるようにしつつ、生徒一

人一人の特性等に応じた多様な可能性を伸ばすための「多様性への対応」を併せて進め、ニーズ

や期待に応え、社会全体の変化に対応し、新たな価値を主導・創造する人材を育成することが重

要である(10)。そのため、アンケート調査結果を基に、因果関係を可視化し、顧客要求を確実に設

計に反映させることのできる効果的なツールシステムである品質機能展開：Quality Function 

Deployment（以下「ＱＦＤ」という。）を用いた分析を行い、生徒の視点からの価値について検討

した。 

ＱＦＤは、製品に対する品質目標を実現するために様々な変換及び展開を用いる方法で、製品

のあるべき姿を検討する品質展開と品質保証業務のあるべき姿を検討する業務機能展開等の総称

である(11)。品質展開とは、要求品質（顧客等のニーズ）を品質特性に変換し、製品の設計品質を

定め、各機能部品の品質から工程の要素に至るまでの関係を系統的に展開する方法である。また、

一般的に、品質表などの二元表で構成され、品質特性を明確にし、製品の設計品質を定めること

を目的とした二元表と定義されることから「設計品質が定められた根拠が可視化された表」とも

言われる（永井、2017）。 

ＱＦＤの作成は、おおむね次のような流れで進めていく（永井、2017）。 

ア ＱＦＤ実施の目的を明確にする。 

イ 目的達成に必要な展開表を選定する。 

ウ 選定した展開表をどのように組み合わせて目的を達成するのかを検討する。 

エ 二元表の周辺に必要と考えられる諸表を検討する。 

オ 検討した結果を整理し図示する。 

今回は、上記の流れに沿ってＱＦＤを作成する。本研究におけるＱＦＤ実施の目的を整理し、

ＱＦＤを構想していった（図５）（表６）。 

二元表の周辺に必要な諸表は要求品質一覧表、品質特性一覧表及び設計品質設定表として選定

し、構想図を基にＱＦＤを作成した。品質特性一覧表は、中央教育審議会初等中等教育分科会の

審議まとめや国立教育政策研究所の調査研究報告書を基に項目を検討した(12)。重要度の変換は、

要求品質と品質特性の関係性が強いところは◎（９点）を、関係性がある場合には○（３点）を、

僅かに関係性がある場合は△（１点）を付けて点数化し、その後、回答数を乗法して数値化する

表６ ＱＦＤのテーマ及び具体化 

 

ＱＦＤのテーマ：工業科を設置する高等学校入学者が学校に期待

する教育活動の可視化を目的としたＱＦＤ 

テーマの具体化：各学校における教育の目標（スクール・ミッシ

ョン、スクール・ポリシーを含む。）は、教育基本法等に基づき

定められたものである。この目標は校長を含む教職員や保護者、

地域住民等からなるコミュニティ・スクール（学校運営協議会）

において検討、決定されているものと考えられる。これらの目標

について、在籍生徒や卒業生、入学前の中学生等の意見や高等学

校卒業後の進路先である大学等又は企業等の意見が十分反映さ

れているとは言い難い。そこで、今回は学校への期待値が一番高

いと考えられる入学生徒の視点から考える学校における教育の

価値を明らかにしたい。 図５ ＱＦＤ構想図 
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こととし、後述する研修講座のメンバーが所属する学校単位で取り組んだ（図６）（図７）。図６

から、要求品質（左側）で回答が多かったのは、⑦就職率・就職実績のよさであった。しかし、図

７から、要求を満たすための品質特性（上側）でポイントが高く、要求品質から改善ニーズが高

い項目は、「専門的な知識・技能」「キャリア教育」「一人一人の能力・可能性の伸長」であること

が分かった。今後、現在の各工業高等学校の取組から、これらの項目に対して課題がないかを検

討し、仮説を立て、課題を満たす取組、目標などについて議論を進めていきたい。 

 

図６ 作成したＱＦＤの一例 

 
図７ 各校のデータから作成したＱＦＤ 

(5) Wovenの研修の実施 

４(2)より、リーン教育導入にはＥＥＣ、ＥＴＬが重要であると述べた。研修、学習の機会とし

て、今回は、実践の中でリーン等の原理原則を学ぶことができる「Woven Basic」プログラムを基

に研修を行った。なお、Wovenの研修には個人、チーム、組織ごとにプログラム(※２)が用意されて

おり、「Woven Basic」は個人で取り組むことが前提となっている。「Woven Basic」を研修で行う

目的は、自分の仕事を分析すること、生徒の視点からの価値とは何かについて思考すること、ム

ダ等を知ることで業務改善することにある。また、「Woven Basic」の先にはエンパワーメントを

発揮させる研修プログラムが準備されている。研修前半は、４(4)で明らかとなった改善ニーズに
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も着目しつつ、特に仕事の見える化に焦点を当て、受講者が考え、思考を変化させていき、仕事

のスタイルが変わっていくような内容とした。研修前半終了後には、受講者がこれまでの実践を

発表する中間発表会を行った（図８）。発表では、他教員との共通の価値観の共有に悩みながらも、

業務の見える化や効率化に取り組もうとしていることが分かった。また、受講者の一人は、改善

ニーズの一つであるキャリア教育について取り組むなど、自律的な活動につながっていることも

分かった。研修後半は、ムダを定義し、価値ある仕事ができるよう仕事のカタ（標準）を身に付

ける内容に取り組んでいる。また、次年度には、個人からチームでの活動へとレベルを上げた研

修を計画しているところである。研修会終了後に毎回行う受講アンケートから、受講者の声とし

て、業務におけるムダへの意識が身に付いてきていること、業務改善に対して前向きな姿勢で取

り組もうとしていることなどが分かった（表７）。また、組織で広めたいなどの意見も多いことか

ら、本県の工業科を設置する高等学校に勤務する教員の研修におけるリーンの効果は妥当である

と考えられる。 

図８ 研修講座で使用した資料の一例 

表７ 受講アンケートの回答の一例 

・正味作業と付帯作業についてまず自分自身に置き換えて日頃の働き方を見直すことができ

る。また、効率よく業務をこなすために連携をとり、周囲を巻き込む姿勢をもっともつ必要

があるが、研修での学びが組織を広い視野で見るために役立つと思う。

・自らの働き方を考える上で、無駄をなくし、勤務時間の最適な利用方法を考えることができ

る。

・自分自身や学校組織の働き方改革に活用していこうと思う。

（※２）Woven研修プログラム：Wovenの研修プログラムには、「Woven Basic」「Woven Practice 

for Leader」「Woven practice for Director」「Woven practice for Master」がある。 

５ 成果と課題 

令和４年度の研究では、製造業から生まれたリーンを学校教育に導入する意義について検証し

た。先行研究の調査を行い、初等中等教育におけるリーン導入については、有意に関係する七つ

の構成要素があることが分かった。また、リーン教育を実施した場合、これらの構成要素から取
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組を評価、支援できる可能性が高いことも文献から明らかとなった。一方で、Eleni Sfakianaki

ら（2019）は、リーン教育導入には、変化に対して消極的な人々の間で文化的変化を促すことの

困難さが大きな障害になるとも指摘している。しかしながら、リーンの原則の一つである生徒の

視点からの価値を定義することの重要性は文献において疑う余地はなく、リーンを学校教育に導

入することは有意であると考えられる。ただし、導入に当たっては、教員等のエンパワーメント

向上や研修等の機会といった環境を整えることが重要であると分かった。 

先行研究の調査から、リーン教育導入には、ＥＴＬ（教育、訓練、学習）が重要な構成要素の一

つであると明らかとなり、本研究の目的であるリーン教育導入に向けて Woven の研修を実施する

ことはリーン教育導入に向けた環境整備の観点から有効であると考えられる。さらに、研修を実

施する上で、生徒へのアンケートを基に、生徒の視点からの教育価値について考え、ＱＦＤを基

に改善ニーズを明らかにしたことで、明確な改善目標をもって研修に取り組むことができた。加

えて、労働生産性向上に係る業務の見える化を実践したことで、ムダを排除するという意識の向

上により業務改善につながったことが、Woven の研修を受講した教員から研修成果として挙げら

れ、研修による一定の効果はあったと考える。 

課題としては、価値の流れを考える工程まで進めなかったので、次年度以降の研修計画に生か

していきたい。本研究における最終的な目的は、教員等の関係者がリーンを深く理解し、学校を

自律的な組織へ変化させることにより、職場を活性化させ、生徒、教員等にとって魅力的な特色

ある学校づくりを推進していくことであるため、引き続き研究を進めていきたい。 
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